
【事業所等明細書（第４４号様式別表１）記載例】
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＊ 面積欄の記入に当たって・・・１㎡未満の面積がある場合は，小数第２位まで記入してください(小数第３位以下は切捨てます。また，１㎡未満の面積がない場合は点線の右に「00」を記入します。)。

2計

15
令和 XX 4 1 から

まで

8 月

11令和 20

1計

2

1

1計

2

2計

1

月

から

令和 XX 3 31 まで

令和 XX 5

30

243

120

1

1計

2

2計

1

1

4

月

XX 3 31令和

月

から

XX

10

まで

令和

135

まで

から

まで

月

から

月

から

月

まで

から令和 XX 4 1

月12

使 用 し た 期 間

同 上 の 月 数

令和 3 31 まで

従業者給与総額 ㋔

整 理 番 号※
処理
事項

氏 名 又 は

名 称

は法人番号

個人番号又

1234567890123

　○○○○ 株式会社

従業者数
㋓　

XX 年 3 月 31

従 業 者 割

管 理 番 号区分

日まで

令和 年 月 日からXX

明 細 区 分 の 別

旭川市３条通３丁目３-３

旭川市○○条〇〇丁目３番４号　有限会社□□不動産

旭川第四支店 旭川市４条通４丁目４-４

旭川市○○条〇〇丁目４番５号　株式会社△△

事 業 所 等 明 細 書
算

定

期

間

4 1

令和

共 用 床 面 積

㋐

資　　　　　　　産　　　　　　　割

㋑
事業所床面積(㋐+㋑）㋒

事業所等の名称

事業所用家屋の所有者

所 在 地 及 び ビ ル 名
専 用 床 面 積

2
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住 所 ・ 氏 名
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旭川第三支店

明
細
区
分

2計

旭川第一支店
旭川市１条通１丁目　旭川第一ビ
ル

旭川市○○条〇〇丁目１番２号　旭川　一郎

旭川第二支店
旭川市２条通２丁目　旭川２条ビ
ル

東京都○○区〇〇町○丁目２番３号　○○○○株式会
社
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【明細区分】

本市内に所在する事業所等が，

「算定期間を通じて使用されたものである場合」は「１」，

「算定期間の中途において新設又は廃止されたものである場合」は「２」，

上記１又は２の合計を記載する欄である場合は「１計」又は「２計」とし，

該当するものにチェック"✓"を記載してください。

【従業者給与総額】

算定期間中に支払われた給与等の

総額を記載してください。㋔の欄は、

算定期間中に支払われた俸給，給与，

賃金及び賞与並びにこれらの性質を

有する給与の総額を記載してくださ

い。「別表２ 非課税明細書」の

「非課税従業者給与総額 ㋒」の欄

及び「別表３ 課税標準の特例明細

書」の「控除従業者給与総額 ㋕」

の欄の金額も含みます。

【氏名又は名称】

個人の場合は氏名を，法人の場合は名

称を記載してください。

【個人番号又は法人番号】

マイナンバー（個人番号又は法人番

号）を記載してください。

【使用した期間】及び【同上の月数】

１ 明細区分１の事業所等である場合

使用した期間については，算定期間と同じ期間を記載し，その月数（通常は「１２」月となり

ますが，課税標準の算定期間が１２月未満である場合は，暦に従って計算し，１月に満たない端

数を生じたときは，これを１月として算出した月数。）。を記載してください。

２ 明細区分２の事業所等である場合

使用した期間については，準備期間又は撤収期間を含めて実際に使用していた期間を，その月

数については，次による月数を記載してください。

(1) 算定期間の中途において新設された事業所等（(3)を除く）

当該事業所等の新設の日の属する月の翌月から算定期間の末日の属する月までの月数

(2) 算定期間の中途において廃止された事業所等（(3)を除く）

算定期間の開始の日の属する月から当該事業所等の廃止の日の属する月までの月数

(3) 算定期間の中途において新設され、かつ、廃止された事業所等

当該事業所等の新設の日の属する月の翌月から廃止の日の属する月までの月数

【共用床面積 ㋑】

専用床面積に対応する「別表４ 共

用部分の計算書」の「事業所床面積と

なる共用床面積 ⑥」欄の数値を転記

してください。

【専用床面積 ㋐】

期末又は廃止の日現在における専用

に係る事業所等の用に供する部分の延

べ面積（非課税床面積を含む）を記載

してください（小数第３位以下の面積

は切り捨ててください。以下同じ。）。

【従業者数】

期末又は廃止の日現在における従業者数

を，障害者，高齢者及び非課税従業者を含

めて記載してください（従業者割が免税点

以下となる場合でも記載してください。）。

ただし，当該算定期間を通じて従業者数

に著しい変動がある事業所等＊については，

次の計算式により算出した数値を記載して

ください。

当該算定期間の各月末日現在における

従業者数のうち，最大の従業者数が，最

小の従業者数の２倍を超える事業所等を

いいます（中途廃止を除く）。

＊ 従業者数に著しい変動がある事業所

における従業者数の合計

当該算定期間の月数

当該算定期間の各月末日現

従業者数 ＝

(１人未満切捨て)

Ａ

Ｂ

[月割計算前]
－事業所床面積

非課税床面積 －特例控除床面積
「同上の月数」

( ×) 「算定期間の数」
＝

［月割計算後］
事業所床面積

1,047.01㎡Ａ

Ｂ

－ －
10

( ×) 12
＝ 411.10㎡

－ －
8

( ×) 12
＝755.00㎡

60.35㎡

20.15㎡

493.33㎡

0.00㎡ 489.90㎡

【Ｎо．】

この申告において事業用家屋

を特定するための，任意の整理

番号を家屋ごとに付番してくだ

さい。（※別表２～別表４の記

載を要する場合にも，ここで付

番した整理番号と同じ番号を所

定の欄に記載します。）

【事業所床面積 ㋒】

「専用床面積 ㋐」と「共用床面積 ㋑」の合

計を記載してください。

なお，明細区分２の事業所等については，次

のとおり２段書きで記載してください。

下段： 月割計算後の床面積ではなく，

各事業所等の月割計算前の床面

積を記載してください。

上段： 事業所床面積（下段）から非

課税及び課税標準の特例に該当

する床面積を控除して得た数値

に（「同上の月数」／「算定期

間の月数」）を乗じて得た床面

積を，カッコ書きで記載してく

ださい（計算方法の詳細につい

ては「事業所税申告書（第４４

号様式）記載例」中「【課税標

準となる事業所床面積】」を参

照してください。）。

本市送付の申

告案内書に印字

されている管理

番号を転記して

ください。

課税標準の算定期間※を記載してください。

※ 課税標準の算定期間とは・・・

〔法人の場合〕→事業年度となります。

〔個人の場合〕→１月１日から１２月３１日までの期間

（ただし，事業の開始又は廃止の際に

は，開始又は廃止の日が基準）となり

ます。


